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鳥取市の紹介

鳥取砂丘と砂丘アクティビティ

鳥取砂丘砂の美術館
待望の第14期展示
砂で世界旅行エジプト編
7月30日から開館！

ユネスコ世界ジオパークに認定された「山陰海岸ジオパーク」

鳥取しゃんしゃん祭
約4,000人の踊り子
が一斉に舞う。過去
には世界最大の傘踊
りとしてギネスに認
定されました！

麒麟獅子舞
2019年日本遺産
認定！

白兎神社
因幡の白うさぎ神
話の舞台。縁結び
のご利益あり！

自然 歴史・文化



１．鳥取市が何をしてきたか

～鳥取市におけるＦＭ推進～



顕在化してきた
公共施設の老朽化と自治体の財政難

施設を放置、
課題の先送り

公共施設
更新問題

施設を
どんどん削減

施設崩壊型シナリオ

財政破綻型シナリオ
全ての施設を
修繕・更新

公共サービス破綻型
シナリオ

将来を含めた住民の生活を守るため、
多くの自治体が第４のシナリオに向けて

『公共施設マネジメント（ＦＭ）』に取り組む

なぜ、公共施設マネジメント（ＦＭ）、
ＰＰＰ（官民連携）の推進が求められているか？



≪各種方針・計画等の策定≫
① 公共施設白書
② 公共施設の経営基本方針
③ 公共施設再配置基本計画
④ 公共施設等総合管理計画
⑤ 公共施設整備等におけるＰＰＰ導入検討指針
⑥ 公共施設マネジメント民間提案制度運用指針
⑦ サウンディング型市場調査実施マニュアル
⑧ 未利用財産の利活用方針（見直し）
⑨ 普通財産貸付料算定基準（見直し）

根拠（ファシリティマネジメント方針）

具体的に何をしてきたか

≪ＦＭ視点での見直し≫
① 清掃・消防設備点検業務一括委託
② 施設修繕の事前協議制度の導入
③ ドローンによる施設点検
④ デザインビルド方式での総合支所整備
⑤ 建築基準法第12条点検業務の一括発注
⑥ 非常用照明設備修繕業務の一括委託
⑦ 複数施設ＥＳＣＯ可能性調査
⑧ 新庁舎管理等業務包括委託
⑨ 屋根貸し（太陽光発電パネル）
⑩ 非常用自家発電機のリユース
⑪ 緊急案件への出張対応

≪公共施設の再配置≫
① 宿泊保養施設の売却
② 保育園と公民館の合築
③ 保健センター内への公民館移転
④ ＰＦＩによる市民体育館再整備
⑤ ＰＦＩによる公営住宅整備
⑥ 給食センター統廃合に向けた取組
⑦ 公設卸売市場再整備に向けた取組
⑧ ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰと隣保館の合築

効率化
安全確保
財源確保

総量縮減

時間がかかる

再配置より比較的
早く取り組める

具体的な取組

各取組の
幅を広げる
ＰＰＰ（官民連携）

※再配置の出口の
一つが民間活用

※民間提案制度や
市場調査の活用

≪広報・意識啓発≫
① 職員研修兼公開講演会、セミナー
② 出前座談会、出前授業
③ マンガ風リーフレット
④ 子育て情報誌へ掲載
⑤ 職員有志の座談会
⑥ 庁内情報誌ＦＭだより
⑦ 住民説明会
⑧ 小学生ワークショップ（出前授業）
⑨ 啓発用ＤＶＤの作成
⑩ 自治体等ＦＭ連絡会議の誘致
⑪ 高校生と一緒につくる啓発マンガ
⑫ 公共施設ＰＰＰ勉強会

やるのは人（人財育成）

ＦＭ魂を注入！



再配置基本計画（公共施設等総合管理計画の個別施設計画にあたる）

所管課ヒアリング（年２回）
＋

事前届出制の導入

⇒所管課の意識を変え、
最新情報を把握



幼稚園・小学校・中学校の一貫校を設置

施設再配置の実践 （各所管の取組）

既存施設を活用して、
サービス向上（子育て世代のサポート）を図る！

小学校校舎 小学校体育館 幼稚園園舎

地元と活用を検討中 地区体育館 民間事業者へ貸付

中学校校舎
（幼・小・中一貫校）

複合化



・休止された保養施設
（外郭団体所有）の売却

不採算施設を民間へ （FM担当の取組）

不要な支出を抑えつつ、収益（税収）も増やす

≪メリット≫
①売却益（７，５００万円）
②維持管理費の軽減
③雇用の確保（卸売業など含む）
④地域のにぎわい維持（地域のシンボルを活用）
⑤固定資産税を含む、税収の増加

≪ポイント≫
①地元との調整（議会含む）
②最低売却価格の設定
（収益還元法）

③一部補助金返還してでも
売却する意思（説明）



余剰スペースの有効活用 （庁舎管理担当の取組）

有効活用で、財源確保＆利便性アップ！

≪メリット≫
①市民の利便性向上（１ヵ所で用事が済ませられる）
②空きスペースの有効活用による市収入の増加
③郵便局（地域に必要な機能）を水害から守る

総合支所の一部を郵便局へ賃貸 ≪複合化≫



「勿体ない」から始まるＦＭ （ＦＭ担当の発案）

自分事としてとらえれば、やるべきことはある！

≪メリット≫
①財源確保（河原会場：約8万円） 約２５０点を販売
②処分費用の削減（河原会場：約68万円）
③市民サービスの向上

不要品販売会
★河原支所の引っ越し！
職員数の減少もあって不要品が…
担当者の勿体ないという思いで実現！

保育園の統廃合で余った
おもちゃも併せて販売！



直接の収入増だけでなく、トータルでの利益を！

施設を最後まで使い切る（研修を受けた教委担当の取組）

≪メリット≫
①不必要な支出（訓練に関する費用）の削減
②庁内連携の強化（モデル的な取り組み）
③施設有効活用に対する意識改革

・耐震化工事に伴い建替える学校を活用した消防訓練



意識改革（人財育成）の取り組み

（１）職員研修・公開講演会

（２）出前座談会・授業

（３）マンガ風リーフレット

（４）子育て情報誌へ掲載

（５）職員有志の座談会

（６）庁内情報誌ＦＭだより

まずは、公共施設の更新問題を伝え、
再配置等の必要性を知っていただくように！

人財育成は
ＦＭの鍵



２．従来手法でぶつかった限界と

ＰＰＰの必然性

ＰＰＰ：官と民の連携・協働
ＰＦＩ：民間資金を活用する取組



対象は、整備費１０億円以上
施設運営費１億円以上・・・
ＰＦＩを想定？？

国が示す策定指針を確認…

国からＰＰＰ手法導入の優先的検討規程の策定要請

各自治体の実態によっては、
策定指針どおりでは、うまくいかない？
（少なくとも鳥取市の考えでは当てはまらない…）

自治体の身の丈（方向性）に合った指針が必要！
自分たちの手で「ＰＰＰ導入検討指針』を策定をめざす

行政と民間が連携して
課題を解決していく流れ！



鳥取市の考え
⇒「鳥取市公共施設整備等におけるＰＰＰ導入検討指針」

に掲載した“市長あいさつ” ※抜粋

「公共施設の更新問題」を乗り越えるには、行政のみが進め
る“従来の公共施設経営（マネジメント）では限界がある”
と言わざるを得ません。
これからの公共施設経営には、民間事業者の優れた技術や

経験、保有する資源（資金・設備）を最大限に活かし、民間
事業者と行政とが連携していくことが非常に重要…

鳥取市がＰＰＰに取り組む目的

⇒民間と行政が協力して、
“新しい公共施設マネジメント”を
展開し、自治体の危機を乗り越える

鳥取市公共施設整備等におけるＰＰＰ導入検討指針のポイント

ＰＰＰ導入が
目的ではない

ＰＰＰ導入
は必然



各施設所管課との対話の中で出された課題の
解決につなげるための“ボトムアップ型”の指針！

鳥取市公共施設整備等におけるＰＰＰ導入検討指針のポイント

１．まずはＰＰＰが検討できないか？
（金額で縛らず、事例と特殊性で一次査定）

２．従来の手法が市民にとって有益なのか？
（検討結果の公表と説明責任の明確化）

３．いかに民間の声を聴き、活かすか？
（サウンディング調査・民間提案制度の導入）



ＦＭ（施設再配置）の流れにＰＰＰを組み込む！

公共施設整備等における
ＰＰＰ導入検討指針

施設再配置の
『事前届出制』

職員が意識を変えざるを得ない仕組み
＆民間に対しても“市がどこをめざすのか”を示す！

施設更新等をする際は、
必ずＰＰＰ手法を検討する仕組みに！

情報発信は
重要な取組み



各部署・各事業のコーディネーター、
推進役、アドバイザーとして参画

確実に動き始めたＰＰＰ

１．市民体育館再整備事業をＰＦＩ手法で

２．市営住宅建替えをＰＦＩ手法で

３．保育園と公民館の合築（複合化）
＆保育園の民営化

４．市役所駐車場の設備整備・管理の民間委託
行政財産の貸付契約
⇒年間賃料60万円＋利益の20％、ゲートバー整備・運営費も事業者負担
⇒事業者としても営業収入、自治体からの受注実績と信頼度向上



３．民間の声を活かす仕組み

～サウンディング型市場調査・
随意契約保証型民間提案制度～



検討

開始

事業案

作成

公募要件

作成

事業者

公募

≪市場調査を導入した場合のフロー≫

【行政側メリット】
①事業検討に向けて、市場性の有無や活用アイデアの把握により資産（施設等）の
ポテンシャル（有効活用）を最大限に引き出すことができる
②地域課題や配慮事項を事前に伝え、より優れた事業提案を促すことができる
③早い段階でリスク、課題等を把握し、当該事業（ＰＰＰ手法）の実現性や妥当性等が
確認できる。
④事業者の参加意向や市場性を把握し、事業者がより参加しやすい公募要件が
設定できる。
⑤調査実施を公表することで、正式な場で民間事業者と対話することができる。
⑥調査結果によって意思決定等の判断材料を得ることができる。

【事業者側のメリット】
①自らのアイデアを一定程度、事業内容に反映される可能性がある。
②事業に参入しやすい環境（公募要件）づくりにつながる。
③直接、自治体の事業方針や意図等が把握でき今後の民間活動に役立つ。

サウンディング型市場調査

検討開始の早い段階で民間事業者（事業主体）と対話を実施

市場調査
（対話）

市場調査
（対話）



鳥取市民体育館再整備事業について

耐震性が低い総合体育館を建て替えるにあたり、
民間活力を十分に活かした施設の整備・運営をめざす！

第１回：平成２８年１２月
県外４事業者が参加

○テーマ
・整備スケジュール
・事業手法（各種ＰＰＰ）
・独立採算の可能性
・想定される複合機能
・敷地条件、制約の有無
・参加資格（地元企業の参画等）

事業概要を
作る段階

運営費の見直し（増額）
ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式の採用を決定

第２回：平成３０年１１月
９事業者が参加
（市内業者も参加）

○テーマ
・事業期間
・整備費用の妥当性
・地元事業者の活用
・事業方式（ＤＢＯ又はＰＦＩ）
・自主提案事業

募集要項を
作る段階

検討段階によって
把握したい内容は異なる！
調査は１回でなくてもＯＫ！



モデルケースとして、
小規模な事業から実績を積み上げていく。

市営住宅整備（建替え）にもＰＦＩを！

整備内容
・既存４２戸及びその他付随施設を取り壊し
・３４戸（1DK：14戸、2DK：11戸、3DK：8戸、
車いす対応2DK：1戸）の新築
及び駐車場等外構の整備

★ポイント！
建築技師自らが、
従来手法ではなくPPP手法に挑戦！

FM担当⇒
市民体育館整備の担当者と
建築住宅課をつなげる役割



行政は、最大の資産持ち！だが活用は苦手！
民間に自由度を持って活かしてもらうことが重要！

挑戦からはじまる、民間の事業展開力にも期待！

○湖山池公園（青島）の活用

⇒グランピングで
資産価値の向上と鳥取ファンの拡大！
客単価３万円以上！
予約、問い合わせ多数（県外からも）

⇒公共空間・公園をビジネスの場にしたい！
（ＪＣメンバーから打診）
（ボランティア大学生との繋がり）

常設のグランピング施設へ！
民間のお試しから、事業化へと民間主導で展開

行政の理解・協力は不可欠！
所管課の許認可

（ハードルを下げる）

柔軟に対応



お試しグランピングからの発展

老朽化したキャンプ場、サイクリングターミナル（宿泊研修施設）を民間投資で改修！
民間事業者へ貸付して、地域の魅力向上へ！



鳥取市公共施設マネジメント民間提案制度

民間事業者のアイデア、創意工夫を活かす！

といいながら、発注方法は変わらない（行政が仕様書を作成）

これで、本当に民間の力が引き出せるのか？

民間提案制度は、民間事業者から本市が保有する
公共施設に関する提案を求め、本市の施策や公共施設

マネジメントに大きく貢献する提案を選定し、民間事業者と
本市との協議を経て事業化を図るものです。

また、提案内容を知的財産として捉え、その情報の
保護に加え、提案者との随意契約を前提とした制度です。

提案者が居てこそ
成立する仕組み



民間と一緒に歩むために…

公共施設ＰＰＰ勉強会を開催！

制度は作るだけでは機能しない！

会場 内 容 参加者数

第１回 市民会館 ・気高町総合支所整備事業の
設計施工一括発注の検証

・新市庁舎の包括管理業務 など

６５人

第２回 さざんか会館 ・市民体育館再整備事業 など ２４人

第３回 人権交流プラザ ・公営住宅のＰＦＩによる建替え事業
・民間提案制度 など

４２人

第４回 人権交流プラザ ・駐車場解体事業（設計施工一括発注）
・給食センター統廃合に係る市場調査
・未利用財産（土地）の貸付・売却
・ネーミングライツ事例の紹介 など

３９人

第５回 さざんか会館 ・鳥取県PPP推進地域プラットフォーム
・民間提案制度（施設再生型）
・資産活用推進室の発注案件 など

１２人

第６回 市民交流センター ・公営住宅ＰＦＩ事業案の説明
・他自治体の取組み紹介（高砂市・貝塚市）
・鳥取市のＰＰＰ紹介 など

４４人
（うち議員７人）



鳥取市における民間提案！

１．自由提案型（フリーテーマ）

第１号に続き、
第２号も、省エネ関係の提案！（地元企業が事業主体）

２．施設再生型

① 民間による適切な建物利用（管理）を重視

② 民間が利用しやすい貸付料の設定

③ 自己負担での建物改修を容認（現状復旧の必要なし）

毎回、少しずつ制度を
ブラッシュアップ

これからも情報提供（制度と事例）を続けて
民間事業者が手を挙げやすい、力を発揮しやすい環境を！



民間提案制度によらない民間発案の事業が続々と…

民間提案という仕組みを超えて
“いいものは取り入れよう”という職員の意識

★デジタルサイネージ（自治体負担なしで設置）

⇒事業者からの提案を受けて導入

★空き空間を活用した時間貸駐車場の整備

事業者からの相談を受けて事業化を検討
（事業者選定は入札で決定） ※暫定利用

★市役所食堂を利用した“こども食堂”

複数事業者が連携、社会貢献、交流の場

人財育成



４．まとめ

～FM、PPPを推進するために～



施設総量を減らすこと、サービスを切り下げることが目的ではない。
市民生活、自治体経営を守るため、暮らしたいまちを実現するため
公共施設マネジメント＆ＰＰＰに取り組むことは必然

このままだと

民間事業者 自治体市民

・公共工事が無くなる
・競争力の低下
・受注機会の喪失

・自治体の機能不全
（役割を果たせない）
・財政破綻

・公共サービスの低下
・税負担の増
・安全・安心の欠如

具体的な影響として考えられること

みんながＦＭやＰＰＰに賛成しているわけではない。
取り組まない理由・・・ＦＭやＰＰＰに“必然”を感じていない！



自治体ＦＭを更に進める（限界を超える）ため、
ＰＰＰを推進・・・自治体に求められる役割は？

ファシリティが最大限に活されるよう、
民間が動きやすい“体制”、“仕組み”、

“環境づくり”を提供し、動き続ける

・ビジョン策定
・規制緩和
・制度構築
・情報提供
・マッチング

自治体（公務員）しかできない
大切な仕事・役割がある…

私たちがしないと進まないことがある…

（民間側もだけど）

公務員の仕事（意識）が変われば、まちづくりが変わる！？

官民連携を進めるためには、
お互いに歩み寄り、意識を変えないといけない。



国土交通省ＰＰＰサポーター

宮谷卓志（みやたにたかし）

所属：鳥取市協働推進課

〒680-8571 鳥取市幸町７１番地
電話：0857-30-8176
メール：miyatni.takashi@city.tottori.lg.jp

ありがとうございました。
必要なのはＦＭ魂です。

本資料・講演内容に関するお問い合わせは・・・




